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第1手 総則  

平成19年度から23年度までの厚生労働省における政策評価の実施については、「厚生労働  

省における政策評価に関する基本計画（第2期）」（平成19年3月30日厚生労働大臣決定。平  

成19年9月28日、平成20年3月31日一部変更。以下「基本計画」という。）及び毎年度  

定める「厚生労働省における事後評価の実施に関する計画」（以下「実施計画」という。）に規定  

する方針によることとするが、具体的な評価の手順及び評価書の記入方法については本実施要領  

によることとし、評価の実施方法毎に第2章以下に定める。   

なお、評価書の作成に当たっては、次の点に留意する。  

【留意点】  

1．語尾を「00である。」、「00だった。」のような平易な言葉とし、項目を列記する場合   

は、体言止めとする。  

2．項目を列記する場合には、「①、②、③」を用い、これを更に細分化して列記する場合は、   

「i、並、揖」を用いる。  

3．国民に対する行政の説明責任（アカウンタビリテイ）の徹底が政策評価の主要な目的の一つ  

、であることに鑑み、厚生労働行政等について専門的知識を有しない者が理解できるよう、わ   

かりやすい用語・表現の使用を心がける。  

4．わかりやすい評価書となるよう、  

●（1）必要に応じて、白書、審議会報告書等で使用する図表・グラフ等を活用し、別紙による   

補足資料が必要な場合は、1～2枚程度を評価書に添付する。  

（2）評価書において使用するデータについては、可能な限り資料が掲載されているURLを   

記載するなどし、国民が資料を入手し易くするよう心がける。  

（3）施策目標に関連する主な出来事、事件及びこれらに対する対応の状況、今後の課題につ   

いては言及する。  
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第2幸 美績評価実施要領   

1．評価の趣旨   

実績評価は、政策を決定した後に、政策の不断の見直しや改善に資する見地から、政策の目的  

と手段？対応関係を明示しつつ、あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を設定し、これ  

に対する実績を定期的・継続的に測定するとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体に  

おける取組や最終的な実績等を総括し、目標の達成度合いについて評価するものであり、厚生労  

働行政全般の業務の見直しに資することを目的とするものである。   

なお、イ厚生労働行政の在り方に関する懇談会中間まとめ」の指摘等を踏まえ、平成21年度  

評価より、評価指標の大幅な見直し（可能な限りアウトカム指標化）を行うとともに、新たに個  

別目標毎に評価対象事務事業を選定し、より深く分析の上、評価を行うこととする。   

また、評価対象事務事業の選定・評価にあたっては、行政コストの節減・効率化の観点を踏ま  

えつつ、これを行うこととする。   

2．評価対象等  

（1）評価の対象  

実績評価に係る評価対象については、実施計画において実績評価を行うこととされた施策  

目標を対象として実施する。  

（2）評価の単位  

実績評価は、政策体系（基本計画及び実施計画た定める政策体系をいう。以下同じ。）の  

うち、施策目標（枝）を単位として実施する。  

：基本目標Ⅰ安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること  

（3）評価の時期  

評価予定表（実施計画に定める評価予定表をいう。以下同じ。）．に定められた年度の実績に   

ついて評価を実施する（原則として平成旦⊥舎♯年度に実施する実績評価は、その前年度で   

ある平成旦＿旦章＝今年度の実績を中心として行うこととなる。）。   

3．評価の手順  

（1）政策体系の施策目標の担当部局は、評価予定表に基づいて本実施要領別紙1の様式に必要   

な事項を記入して実績評価書を作成し、政策評価官室に提出する。  

（2）施策目標が複数の担当部局にまたがる場合には、主たる政策を所管している担当部局がと  

りまとめることとし、1つの評価書として政策評価官室に提出する。  

（3）政策評価官室は、評価専担組織として、評価結果について技術的助言等を行う。  

（4）担当部局は、必要に応じて政策評価官室の技術的助言等を踏まえた修正をし、実績評価書   

をとりまとめる。  

（5）担当部局は、とりまとめた実績評価書をもとに、全府省共通様式として総務省が提示して  
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いる「政策評価書要旨」を参考にして実績評価書要旨を作成し、政策評価官室に提出する。   

また、政策評価官室は、必要に応じて実績評価書要旨の作成を支援する。なお、実績評価書   

要旨の記載方法等については、別に定める。  

（6）政策評価官室は、実績評価書要旨を実績評価書とともに公表し、あわせて実績評価書を総   

務省へ通知する。  

（7）実績評価書をとりまとめた後、担当部局は、政策評価の結果の政策への反映状況を政策評   

価官室に報告する。政策評価官室は、それらの反映状況をとりまとめ、総務省へ通知する。  

○実績評価書作成の流れ（参考）  

実績評価は、   

（1）個々の具体的な事務事業（評価対象事務事業）の実施状況の評価等を踏まえ、個別  

目標の評価を行い、   

（2）（1）の評価の集積結果として施策目標全体の評価を行う。  

従って、標準的な実績評価書の記載の順番は以下の通りとなる。   

①「1・政策体系ヒの位置づけ等」、 「2．現状分析 （施策の必要性））」、「6．特記事項」  

を記入。   

②「4・個別目標に関する評価」中、「個別目標を達成するための評価対象事業等の評価」  

欄を記入   

③ ②を踏まえて、個別目標に係る指標により達成度を測りながら「4．個別目標に関する  

評価」の残りの欄を記入   

④ 各個別目標の評価結果（③の評価結果）の集積を踏まえて、施策目標に係る指標により  

達成度を測りながら「3．施策目標に関する評価」を記入   

⑤ 「5．評価結果の分類」「′7．本評価書に関連する他の実績評価書」を記入   

○評価の対象となる施策目標等   

評価予定表において当該年度に実績評価を行うこととされた施策目標について実績評価書を   

作成する。   

（1）評価書の右上に評価の対象とする基本目標、施策目標の番号を記入する。  

（2）「評価の対象となる施策目標」欄には、政策体系に定めた施策目標（枝）を記入する。  

（3）日付については、実績評価書をとりまとめる際に政策評価官室で一括して記入する。  

（4）なお、実績評価書において、評価の対象となる「評価対象事務事業」は、以Fの基準によ  

り選定する。  

A 個別目標を達成する手段として重要な役割を果たすと考えられる事業  

B 会計検査院から問題点を指摘されている事業、3年以上継続している事業、多額の不  

用額が発生するなど政策効果が十分に発揮されていない可能性がある事業等、支出の  

削減・効率化の観点から評価を必要とすると考えられる事業  

C ムダゼロ指摘事項において個別に指摘を受けた事業   

※ モニタリングについても、B・Cに該当する事業については、同様に事業の評価を行うも  

とのとする。  
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O「1．政策体系上の位置付け等」の記入  

（1）評価の対象となる基本目標、施策目標とそれぞれの番号、個別目標及び評価対象事務事業   

を記入する。また、評価の対象となる施策目標（枝）の部分は、字体をゴシックにして記入  

する。  

また、実施計画において重点評価課題としたものは、該当する施策目標又は個別目標の欄   

外に「※重点評価課題」と記入し、あわせて重点評価課題名を括弧書きで記入する。  

（2）「施策の概要（目的・根拠法令等）」欄には、当該施策の目的及び根拠となる法令等を端的   

に記入する。また、本欄に記入した内容は、実績評価書要旨における「施策の概要」欄に転  

記する。  

（3）「主管部局・課室」欄には、当該施策目標を達成するために実施している政策のうち主な   

ものを所管している部局・課室名を記入し、「関係部局・課室」欄には、その他の関係する   

政策を所管している部局・課室名を記入する。  

ー4－   



「評価の対象となる施策目標」欄及び政策体系の記入例  

「1．政策体系上の位置付け等」の「施策の概要（目的・根拠法令等）」の記入例（平成1  

9年度に作成した実績評価書Ⅰ－12－2から引用）  

－5－   



※ 図表を使用した例  

施策の概要（目的・根拠法令等）  

1．目的等   

すべての国民が健やかで心豊かに生活できる活力ある社会とするために、健康に廟達  

する全ての関係機関・団体等を始めとして、国民が一体となった健康づくり運動を総合  

的かつ効果的に推進し、国民各層の自由な意志決定に基づく健康づくりに関する意識の  

向上及び取組を促そうとするものである01伽・小…．．．  

：簡潔に記入：                                                            ■ ＝＝ ＝ ■ ■  

2．根拠法令等   
○健康増進法（平成14年法律第103号）   

○国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針（平成15年厚生労働  

省告示第195号）   

021世紀における国民健康づくり運動（健康日本21）（「国民の健康の増進の総  

合的な推進を図るための基本的な方針についで」健発第0430002号・平成1  

5年4月30日（別添））  

主管部局・課室  健康局総務課生活習慣病対策室  

関係部局・課室  

■     J■■■■■■■■■■■●1  

：別添として添付：  
■■■■■∫∫■■■●■●＿■■●■■■～も■■■■■  

hn・一一風一…－一 
、  

圭脚でターゲットが事■書  
Iこ 

靂 絨 

ポピ1レーションア7ローチ    しtヰづく明媚ほ鳶輸叱〉  

附の書轟■書の尭箕  
ーl帥iランスガイドゆ■1■先や象■牡暮■の   
■■  
・■★と■■Uニー丘1暮の杜■  
・馳こおけ番tt彙義士の馳どの柵書■  
0暮仕業廿・憂■  
・■絨棚檜恥充貫  
・rエクササイズガイド邪lの暮1書集  
・■■■■札書土●の★t唖1  
・りサーキング¢t■毎ゼ霊■tこ■Lわ書棚■  
0年t・こころのt■づくり  

・負樹薫職t  
・疇甜IJlナ甜たのt▲  
0 たばこ  
・■書■■書■廿の鵬止  
・細計●の責★  
さちなろ対■の糞義  
0丁んコール   
▲¢暮蜘劇■の鰻  
・乗丘ヰ醐鮪上のt慮  

0■棚  
・蜘の州に巧じた勧鸞蠣最び雫■■のラ鯵手柄  
O t■■  
・′刑糾ナウシンド8－ムにt自した輌・   
曲■抑≠1  
・一決千鶴の絨  
・■集■手鏡のた血の鵬電のtl  

O ■t■●l ・Jサ】粋一ツケシンドロームに■8した鋤桝■書4   

蝕■榊の★暮  
・一重予断の丈★  
○ポん  

輔瞥一肺♯書き   0代■拝■礪F¢扱  
（■暮鼻■■■■暮貯tにR■■胱貯   
一■書麒t■義鮒■徴集ガイドライン、■1膚t   
t■・兼暮■tマ＝1アんた沿ったⅠ†tの内響よ稟  

0鴨■冒●1月の■彙  
0一牡t鴨なカプラムやツールの■員書集、是t杓なt▲し  

0′姉リサウシシーP一人に暮邑した．t■t勤王■、  
t隻勅書■●に内けた曽量■鳥の義鷹  

に《けた農t甑プログラム   
やツールの■■が不十分  

0鼓府全体や耕を奮闘三社さ全や   
としでの書鶴が不十分  

0■珊書．椰村■の■■薯の  
憬¶別削拇印柑  

ハイりスタアブローチ  
t抽象的なt鯵・侯t掩岬の実射  

0書■■■暮に■ろ40■払上のt鑓書1柑膚薯  
に増ナ摘リー〃シンF亡トムに■月したt■・霹■  
穐勘暮暮相 互珊年度よりき  
0史話■■■手職のた伽●事緯な■■・優t相場プ   
ログラムの暮春．壬欄憫昭■暮L  

度暮界とのi扶  

Oi蜘▲圭柵嶋との－■01■  
0■t■■■■書の★1ぴ1の■最  

人銅書皮（甜瞳書のtt錦上†  
○聾t■、t響た暮士■旦俳書カ  
■tの向上1＝■ナもー嶋岬十分  

0書状たt、牡t靡■のた伽  
デ疇争のな■、書■が不十分  

0攣，■瀞t、t■御書恥、鵬靡■書師事が  
撤した人疇暮■㈲の響腑たt  

エビデンスに基づいた絵1のよ間  

t宍：慧と慧ミ慧監禁盟慧㌘t■し  
－  

軍：ミ‡！：‡三長竺芸  

l  

ヽ・＼・－  ー．ノ′一  

O「2．現状分析（施策の必要性）」の記入   

（1）施策目標に関する施策が必要とされている社会的背景や当該施策を取り巻く環境の変化に  

－6－  
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ついて、その対象としている者や事物の現状に焦点を当て、記入する。特に、評価の対象期   

間中及び直近までの間に起こった施策目標に関連する主に関連する主な事件、出来事につい   

ては言及する。   

（2）記入する事項は政策の対象としている者や事物の全体的な状況轄礫車＝を中心に記入するこ   

ととし、「00事業を実施した結果、△△人が□□となった」などの施策等の実施状況につい   

ては、「2．施策目標に関する評価」欄や「4．個別目標に関する評価」欄に記入する。  

（3）なお、本欄に記入した内容は、実績評価書要旨において、「施策に関する評価結果の概撃   

と達成すべき目標等」欄の「必要性」の項目に転記するため、現状分析の結果、施策目標に   

関する施策が必要であることが明確になるような記述とする。  
■‾‾‾‾ ‾‾ ‾‾‾－‾‾ ‾ －－－ － －－ － － － －－ －－－ － －－－ －－ －－－ －一－－－－ －－一一一一 － － － － － －－ －－ － －－－ － －－ －－－一 一 － － －－－ － －－－－ －一－－ － －－－ －－ －－－ － － － －－ － －－ －－－ － －－－－－－ －－－●■■ ■  

「2・現状分析」欄の記入例①（平成19年度に作成した実績評価書Ⅵ－3－1から引用し、  

一部加工）  

詣詣是翫講話呈配溺節だぢ亡頂訪ニユ  
◆  ●  2．現状分析  

児童虐待への対応については、平成12年11月に「児童虐待の防止  

・二  

全国の児童相談所における虐待に関する相談対応件数も増加を続け、平成17年度には  

児童虐待防止法制定直前の約3倍に当たる34，472件となるなど、依然として早急  

に取り組むべき社会全体の課題となっている。   

また、配偶者からの暴力（以下「DV」）の問題については、平成13年4月に配偶  

者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「DV法」）が成立し、同法  

において、婦人相談所、婦人相談員、婦人保護施設において、DV被害の相談・保護を  

行うこととされた。その後、平成16年12月にDV法が改正され、DVの定義の拡大、  

保護命令制度の拡充、被害者の自立支援の明確化が盛り込まれ、支援の充実を図ってき  

たところである。しかしながら、婦人相談所等における夫等の暴力の相談件数は、平成  

13年度13，071件（19．2％）から平成17年度21，125件（28．9％）と増  

加しており、依然として早急に取り組むべき課題となって笹ト・．．．．…‥．．．．．  
■l■l■l■ ■ ■■l■ ■ll■ ■■ ■ ■l＝ ■l■l■ ■l＝ ■ ■ ■l■ ■ ■l■ ■l■l■l■ ■ ■ ■l■ ■ ■  ■  ▲▲一鼻】b・Jト t■．■11▲u． ノ ー■l▲■亡一■ヽ貞一▲l＿l．＿  

：施策を取り巻く環境の変化に：i  

：づいて記入  ：；  

●■■■－■■■■■■■■■■■■……－■▼：   

捕諮るミ猥Ⅹま左よう二ニコ  
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ヨ丁．辞柑  

「2．現状分析」欄の記入例②（平成19年度に作成した実績評価書Ⅸ－3－1から引用）  

※ 図表を使用した例  

2．現状分析  

介護保険制度の施行後、  要介護認定者数は増加しており、施行直後と5年後の要介護  

．9倍となっている。特に、軽度者（要支援・要介護1）の  

万人から約204万人へと約2．4倍となっている。軽度者  

互 

認定者数を比較すると約  

認定を受けた方は、約8  

の方は、体を動かさない  

l
一
旦
r
＿
l
 
 不活発病）」の状態にあ石方や、その状態にある可能性が高い方が多いことが特徴であ  

■ り、こうした方々が、不人でできることはできる限り本人が行うという観点で介護予防  
サービスを適切に利用すをことにより、要支援・要介護状態にならないことが期待され  
ている。  

■こt－‾■■－－■■■＝＝■■■■■■■●－  

■ ：施策が必要とされている社会：                                          ■  

■      ～■■■■■－●■●●■■1  

：別添として添付：  
■■■■∫打●●■●■■＿■‥■■■1い■■■■  

．……．…‥   
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（別添）  

O「3．施策目標に関する評価」の記入  

Z二＿≠幸声「施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）」欄には、政策体系に定めた施策目標の   

達成状況を評価する指標を記入する。また、欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入すると   

ともに、政策体系に定めた当該指標に係る達成水準及び達成時期を記入する。  

なお、指標は極力アウトカム指標とし、達成水準及び達成時期を明記する。達成水準及び   

、 

＝達成水準又は達成時期が設定されていない場合は、原則指標として採用せず、別途参考統   

計欄に整理することとする。  

＿ る指標については、月標達成率（実績値／達成水準）を算定  

し、【】内に記入する。   

達成時期を将来に設定している指標については、目標達成時期到来後に目標達成率を算定  

し、記入する。  

イ．  

また、前々年度以前についても、目標達成率の算定が可能な場合は、記入する。  

※ 指標欄記入に当たっては、後述匡≡∃「実績評価における指標欄記入の留意点」   

及び「「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の上、記入する。  

旦L≡♯施策目標に係る碍標と「4・個別目標に関する評価」卿こ記入する個別目標に係る   

指標が重複する場合、前者の指標は、後者の指標よりも極力は、政策評価官室と協議し、   

を束に限定するものとする。  

王二∃≠≠「施策目療の評価」欄には、「施策目標に係る指標」、「2．現状分析（施策の必要性）」   

及び「4．個別目標の評価」欄の記述等を踏まえ、有効性及び効率性の観点から評価するこ   

ととし韓、記述にあたっては、各個別目標の評価を総括して施策目標全体の達成状況につ   

いて総合的な観点から評価する。特韓〒＝目標達成率を記入したものについては、目標の達成  

・未達成の原因を分析するとともに、その分析結果を騰まえて評価する。記載にあたっては、  
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施策目標一各個別目標という政策の体系を意識しつつ記載するが、。その際、原則として個   

別目棲毎の評価をにおいて記述した内容と重複して記入することをた記載は避ける〒＝（あく   

まで施策目標の達成状況についての記述とする）。  

また、実施計画において重点評価課題としたものは、字体をゴシックにて記入し、末尾に   

「（※太字部分は、重点評価課題該当部分）」と記入する。   

なお、「2．現状分析柵に（施策の必要性）」おいて、予期せぬ外部要囚等を記入した場合   

躇〒＝記載した主な出来事、事件については、施策目標の達成状況との関連を可能な限り明ら   

かにするとともに、これら出来事等を踏まえた対応、今後の課題、方向性を必ず記述する。  

±耳⊥評価の結果、政策手段（注：ここでいう政策手段とは、評価対象として選定した事   

務事業やそれ以外の事務事業をはじめ、予算措置及びそれ以外の各種制度・施策を含む。）   

事業等の見直し、設定した指標の達成水準等の見直しを行う場合は、「【総合的な評価】」欄   

にその旨記入する。その際、「5．評価結果の分類」における記載内容と敵靡が生じないよ   

うにする。  

空＿」〈5〉 なお、本欄に記入した「【有効性の観点】」、「【効率性の観点】」及び「【総合的な評   

価】」は、実績評価書要旨において、 「施策に関する評価結果の概要と達成すべき目標等」欄   

の「有効性」、「効率性」及び「総合的評価」の項目にそれぞれ転記する。  

－10－  
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「3．施策目標に関する評価」の「施策目標に係る指標」欄の記入例（平成19年度に作成  

した実績評価書Ⅳ－1－1から引用し、一部加工）  

3．施策目標に関する評価  
＝  

施策目標に係る指標 知軒箪崖ぎ1                                   ◆■■■■   

■ ■■ ■ ■l■l■ ■ ■ ■  

：  

‖．．．． ■■■ 

白海蓮旛妄工：∋  

■■■t ■t■■■■  

．で記ろ…：  （達成水準／達成時期）J．◆  

※【】内は、目標達成率ぺ実演値／達成水準）  
●  ◆  
●  ◆  
■ ◆  H14  H15  H16  H17  

公共職業安定所の求轡  の 28．8  

（％）  

◆  

● （32％以上／平成r8年度）  

雇用保険受給資格者の早期再就職  

割合（％）  

（16％以上／平成18年度）  

しごと情報ネットの利用者がこれ  

を通じて求人情報に応募するなど  

具体的行動を起こした割合（％）  

（35％／平成1各年度）  

（調査名・資料出所、備考）  

・指標1及び2は、職業安定局調べによる。  

・指標1は、公共職業安定所に求職申込みをした求職者に対する就職者の比率をいい、  

求職者のうち公共職業安定所から紹介あっせんを受け、求人者との間に雇用関係が成  

立したものの割合。  

・指標2は、雇用保険の基本手当の受給資格決定件数に対する給付日数を3分の2■以上  

凱て就職し、かつ再就職手当ら集計を  

開始。  

【参考】厚生労働省ホームページ  

http：〟wⅥW．mhlw．gojp／bumyaA（OyOu／other18／index．htmi  

・指標3†ま、「平成18年度しごと情報ネット求職者アンケート調査」（（財）雇用情報セ   

ンター）による。  

・指標3は、インターネットによるモニターリサーチ調査であり、アンケート調査回答  

時点で応募などの具体的行動を起こす予定としている者を含む。  
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実績評価における指標等欄記入の留意点  

（1）指標は施策の達成状況を評価するためのものを記入することとし、政策体系に定めた指   

標のうち「個別目標に関する評価」に資する指標は、以下の●定義により「アウトカム指標」、   

「アウトプット指標」に分類して、記入する。  

アウトカム指標（極力設定）：行政の活動の結果として、国民生活や社会経済に及ぼされる  

何らかの変化や影響を測る指標  

（例：就職件数・就職率、育児休業取得率、行政サービスに対する満足度）  

アウトプット指標：行政の活動そのものや行政活動により提供されてモノやサービスを測る指  

標、又はそれら行政活動により提供されたモノやサービスの利用の結果等  

（例：検査件数、助成金支給件数、ホームページのアクセス数）   

（2）政策体系に定めていないもの又は達成水準等を設定していないものの〒＝目標の達成状況   

を把握する上で有益な塵丑韓簾を記入する必要がある場合は、「参考塵丑指標」欄に記入   

する。  

（3）指標及び参考統計（以下、「指標等」という。）は、原則として過去5年間の数値を記   

入し、可能な限り直近の数値を記入する。評価対象年度め数値が記入できない場合は、そ   

の理由を「（調査名・資料出所、備考）」欄に具体的に記入する。また、年度を通じた数   

値がとれない場合又は確定した数値がとれない場合も、「（調査名・資料出所、備考）」欄   

に、その理由を具体的に記入する。  

（4）支給額等の金額を指標等とするものは、原則として百万円を単位とする。  

（5）評価に当たって、予算作成時に予定した数値（享定件数、予定額等）を記載する必要が   

あるものは、参考統計欄中の上段に実績値、下貞則こ予算作成時の予定数値を記入し、その   

旨を「（調査名・資料出所、備考）」欄に記入する。  

「（調査名・資料出所、備考）」欄の記入方法   

（1）各指標等欄に付随する「（調査名・資料出所、備考）」欄には、指標笠のもととなる調   

査名等を具体的に記入し、あわせて指標及び調査の特異性等がある場合には簡潔に記入す  

る。  

（2）複数の指標筆がある場合には、それぞれの指標毎に調査名等を記入する。  

（3）可能な限りURLを記載するなどし、国民が資料を入手し易くすること。   

＜記入例＞  

・指標1は、内閣府が実施した平成19年度「00調査」による。  

・指標2は、（財）△△の平成18年度「00調査」による。  

・指標1は、平成18年度「00調査」によるものであり、当該調査は、隔年で実施して  
いる。  

・指標1は、事業の開始が平成17年度からのため、H15～H16の欄は記載できない。  

・指標2は、00事業の終了後、当該事業参加者に対して実施したアンケート調査によ卑  

ものである。（口□人に調査、回収率△△％）  
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平成17年4月の制度改正により、指標の対象範囲が～～となっている。   

指標1の上段は実績値、下段括弧書きは予算作成時に予定した数値である。   

指標2は、平成20幸幸年度「00調査」によるが、平成21奪＝年6月時点での速報値  

であり、平成21令＝年10月に確定値等を公表予定である。  

O「4．個別目標に関する評価」の記入   

まず、「個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価」の各欄に記入し、   

これを踏まえてその他の欄に記入する。  

〔個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価】  

ア．「個別目標を達成するための評価対象事務事業の評価」欄には、実績評価書様式のとおり   

「事務事業名」、「予算額等」、「決算額」、「実施主体」、「事業の概要・必要性（政府決定・   

重要施策との関連性）」、「事業（予算）実績等」及び「実施状況の評価と今後の課題」を記   

入する。  

イ．「予算額等」欄において、予算額は評価の対象年度（例えば、平成21年度に実施する実   

績評価については、平成20年度の予算額。）の金額を記入する。財源（一般会計、特別会   

計等）及び実施主体は、該当するものをI lで囲む。予算財源及び実施主体が複数   

に及ぶものは、該当する全ての項目を＝で囲む。  

ウ．「決算額」欄については、当該事務事業の評価の対象年度の決算額を記入する。  

エ．「事業の概要・必要性」欄については、事業概要を記入するとともに、当該事務事業が個   

別目標を達成するために必要な理由について記入し、政府決定や重要施策との関連性につい   

ても「政府決定や重要施策との関連性」欄に記入する。  

オ．「事業（予算）実績等」欄については、過去5年間の予算額（補正後）推移、予算積算上   

の事業数等及びその実績数等を記入する。（※）  

※「予算積算上の事業数等」欄には、例えば予算の積算を行うにあたり単価◇◇丁円のものを   

00施設△△カ所に設置するために必要な費用▽▽▽丁・円としているものの内、00施設に   

係る△△カ所を記入するものである。、また、「事業実績数等」欄には、予算で積算されてい   

た上記の△△カ所に設置を予定したが、実際は口ロカ所に設置したというように予算執行（決   

算）上どれだけ実施したか実績（□ロカ所）を記入する。  

カ．「実施状況の評価と今後の課題」欄については、当該事務事業の実施状況等を踏まえ、個   

別目標の達成との関連において事務事業が果たした効果等の分析を行い評価するとともに、   

今後の当該事務事業の課題、見直し、改善の方向性、概算要求の方向性等について記入する。   

なお、見直し、改善を行う場合には期限を明記すること（「厚生労働行政の在り方に関する   

懇談会中間まとめ」の指摘参照）。  

また、予算作成時の予定数値と実績値に大きな帝離が生じた場合は、その理由についても   

分析し記入する。  

なお、当該事業が選定基準B又はCの理由で選定されている場合には、必ず問題点等が出   

た原因、背景の分析を行い見直しの方向惟について記入する。  

〔個別目標に関する評価〕  

キ．「個別目標に係る指標」欄には、政策体系に定めた個別目標の達成状況を評価する指標を   

記入する。また、欄内に当該指標の単位を括弧書きで記入するとともに、当該指標に係る達   

成水準及び達成時期を記入する。  

達成水準や達成時期が設定されていない場合は、原則指標として採用せず、別途参考統計   

欄に整理することとする。）  
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個別ti標に係る指標か施策＝標に係る指慄と直物再イ場合け、「索施策＝標に係る指巨針〕   

と直＝∴」と記入する。、  

ク．＝倍達成率（実績値／／達成水準）を算定し、【】内に記入する 

達成時期を将来に設定し／ている指標に／凡、ては、師恩達成時期到来後にト］標達成率を算定   

し、記入する。  

また、前々年度以前に／ついても、トj標達成率ゾ）肯定が可能な場合烏、記人する．  

※ 指標欄記入に当たっては、前述「実績評価における指標等欄記入げ）留意点」及び「「（調査   

㌢，・資料出所、備考）」欄の記入方法」を参照の卜、記入する  

ケ．「個別F］標に関する評価（「個別＝標を達成するための主な事務事業の評価」、特に「今後   

の課題」に記戟Lた内容を踏蓋え主三に有効性及び効率件の観ノ亡、くから）」欄には、個別目標の   

達成にあたって政策手段 川∴ 二二でいう政策手段とは、評価対象とし／て選定した事務事業   

やそれ以外の事務事業をはじめ、予算措置及びそれ以外の各樟制度、施策を含む「）がどの   

上うな効果を及ぼしたか、その政策手段が費用や手間〝）向から効率的なヰ）のであったかにつ   

いて、「個別目標を達成す‾るためゾ）評価対象事務事業の評価」を踏まえ可能な限り定量的に   

評価する そのl祭必ず政策手段と評価指標の値がホす結果との関係について分析を記述し、   

目標達成率を記入した章〕のについては、目標の達成・未達成の原体を分析するととヰ）に、そ   

ノ）分析結果を踏蓋えて評価する定量的に評価するニヒがl村難な場合は、個別‖標と政策手   

段の有効性及び効率性を定性的に評価する  

二1．評価げ）結果、政策手段等（ハ見臍し、設定した指標の達成水準等の見直しノを行う場合は、そ   

ノ）旨記入する その際、「5．評価結果の分頓」における記載内容と離離が／トじないLうに   

する  

1上 個別l1標に関連するjノ亡＝1火事、事什なとほ必ず言及し、紆応及び今後〝）ノブF冊′1∴ 課題に  

／〕いてノ）ノブ1叶性を盛り込む  

ン．各施策「］標毎の個別＝標（／）敗、指標の敷及け選定された事托事業ノ）数に応じて、それぞか   

件の追加怪力一う  

、。   

対して政策手j莞が言莞てあ∵た詩‾モ、轟競業丁段が莞宰詫なも〇てあったかi■ニーついて、詣標  

等鞋こ姜サ可能な限り一定量的に評価す 吾言常にJ口漂達成率を記入♭た」ものiン割⊥ては、甘漂  
〇達成r未達成〇原眉を分析す古土ともに、そ〇分新語果を詰ま貴て許諾する6定量拾に評  
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O「5．評価結果の分類」の記入  

（1）「1施策目標に係る指標の目標達成率」欄には、施策目標に係る指標について目標達成   

率を記入する。目標達成率を算定できない場合には、「達成水準を設定していない」、「現在   
集計中」、「達成時期は平成23年度」など理由を簡潔に記入する。  

（2）「2 評価結果の政策への反映の方向性」欄には、評価結果を踏まえて、施策全体として   

見たときに、縮小、拡充どちらの方向に反映させるかについて、並（イ）～（ハ）のいずれ  

かを○で囲む。  

また、施策目標の終了・廃止を検討する場合は、iを□⇔で囲む。  

その他、評価結果を踏まえて、機構・定員要求を検討する場合には、揖を□⇔で囲む。  

「理由」欄には、分類した理由等を簡潔に記入する。なお、並のいずれかに該当する場合   

に、例えば、施策全体として縮小するものであっても、拡充する事業等があれば、その内容   

等を記入する。  

（3）「3 施策目標等に係る指標の見直し」欄には、評価結果を踏まえて施策目標に係る指標   

又は個別目標に係る指標の見直しを検討する場合に、該当するものすべてをロ⇔で囲む。  

「理由」欄には、選択した理由等を簡潔に記入する。  

O「6．特記事項」の記入  

（1）特記事項については、直近3年間程度を目安に各事項につ1、て該当の有無を確認すること。  

（旦幸）「①国会による決議等瑚（総理答弁及び警告決議、附帯決議笠会堂）・里謹呈」欄に   

は、該当空車呑有無を確認の上□印を記入し、該当するものがある場合に、その名称、年月  

日及び該当部分の抜粋を記入する。譲当すかしのがない腸′餌よ、「なし。」と記入する。  

（3舎）「②骨太の方針・  各種亘‡厘登政府決定些塵呈との関係及び遵守状況」袖には、閣議決定   

（「経済財政改革の基本方針」等）及び施政方針演説（原則として過去1年のもの）等におい   

て当該施策に関係する記述・言及の有無を確認の上□印を記入し、該当するものがある場合   

に、その名称、年月日及び咳当部分の抜粋を記入する。瑛当するものがない卦含は、「なし。」   

（4）「③審議会の指摘」脚こは、当該施策について審議会から受けた意見等の有無を確認の上   

□印を記入し、意見等がある場合に、嘩  

（5）「④研究会等の有無」欄には、当該施策について研究会等から受けた指摘等の有無を確認   

の上□印を記入し働合に、その指摘等及び年月日を記入する。  
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（旦舎）「◎⑤総務省による行政評価・監視および認定関連活動等の迭呈状況」欄には、総務省   
が実施する行政評価・監視（旧行政監察）、統一性・総合性確保評価及び客観性担保評価に   

おいて指摘された事項の有無を確認の上□印を記入し、指摘された事項及び年月日を記入す   

る。族当するものがない掛合・は、「なし。」と記入ナる。  

（ヱヰ）「㊨塵会計検査院による指摘」欄には、該当の有無を確認の上□印を記入し、指摘され   

皇室室ナるも〇がある場合に、その内容及び年月日を記入する。諌当するものがない場合は、   
「 
。。  （8）「⑦その他」仰   

日を記入する。  

手＝を毒  

、ト．．＿■一」＝さ  

l‾リIノL一■」l「「「′■ ’⊥ノーXJ」ノJし－1で；ヽノ」」  

、。  

O  ロト・lし－ヽ  

。該当し  

J自斗よ、「なし。」と記入 。  

ヽ   「′丸山▲ 抽′hト．＿ ヽ  ＿′ ′－＿′l▲＝三「亡／1T一   口  

0  ⊂ト、l」 ヽ  

。芸当」  

■・■．．▼ ／ lヽ－JlこJヽ ／u  

記入ナる。   

O「7．本評価書に関連する他の実績評価書」の記入  

（1）閲覧者の利便性を向上させるため、当該施策と密接に関連する他の施策に係る政策体系上  

の番号及び施策目標を記入する。該当するものがない場合は、「なし。」と記入する。  

（2）関連する他の施策は、政策評価官室で選定し、担当部局と協議の上、決定する。  

要旨の作成   

実績評価書要旨は、担当部局において、実績評価書の「施策目標の評価」等をもとに作成す   
る。また、政策評価官室は、必要に応じて実績評価書要旨の作成を支援する。  
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